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1on1naviサービス使用許諾契約書 

 

本契約は、お客様（企業等の法人や官公庁）と株式会社アジャイル HR（以下「当社」という。）との間で、

1on1navi サービスの使用権の許諾に関する条件を定めるものです。お客様は、1on1navi サービスの利用

の開始の申請をすることで、本契約に同意したものとします。また、本契約書は、2020年 4月 1日から施行

される改正民法第 548条の 2第 1項に定める定型約款となります。 

 

第 1条  目 的 

本契約は、本サービス、本サイト、本アプリ（いずれも第 2 条に定義する。）の利用に関して当社とお客様と

の間の権利義務関係を定めることを目的として締結する。 

第 2条  定 義 

本契約において使用する以下の用語は各々以下に定める意味を有するものとする。 

(1) 「本サービス」とは、当社が提供する「1on1navi」という名称のサービス（理由の如何を問わずサー

ビスの名称又は内容が変更された場合は、当該変更後のサービスを含む。）を意味する。本サー

ビスには、本条で定義する「本サイト」及び「本アプリ」が含まれるものとする。 

(2) 「本サイト」とは、そのドメインが「1on1navi.com」である当社が運営するウェブサイト（理由の如何を

問わず当社のウェブサイトのドメイン又は内容が変更された場合は、当該変更後のウェブサイトを

含む。）を意味する。 

(3) 「本アプリ」とは、本サービスを提供するためのアプリケーション及び関連ソフトウェアを意味する。 

(4) 「知的財産権」とは、著作権、特許権、実用新案権、商標権、意匠権その他の知的財産権（それら

の権利を取得し、又はそれらの権利につき登録等を出願する権利を含む。）を意味する。 

第 3条  本サービスの利用 

お客様は、本契約の有効期間中、本契約に従って、当社の定める方法に従い、本サービスを利用するとと

もに、利用者（第 4条に定義する。）に本サービスを利用させることができるものとする。 

第 4条  本サービスの利用開始 

1. お客様は、当社の定める一定の情報を、当社の定める方法で、当社に提供することにより、当社に対

し、本サービスの利用の開始を申請するものとする。 

2. お客様は、本アプリのダウンロードのために、お客様社内のウェブサイト（SSL 証明書を取得するもの

とする）に URLを整備するか、当社が設定した URLを利用するかを選択する。 

3. お客様は、自己の責任で、登録を認めるお客様の役員又は従業員個人を選定し、登録を行わせるも

のとする。 

4． 登録は、必ず本サービスを利用するお客様の役員又は従業員個人が行わなければならず、原則とし

て代理人による登録は認めない。 

5. かかる登録の完了により、本契約に従った本サービスの利用にかかる契約が、登録が完了したお客

様の役員又は従業員（以下「利用者」という。）と当社の間に成立するものとする。 

第 5条  本サービスの水準 

1. 当社は、別紙「サービスレベルアグリーメント」に記載するサービスレベルの基準を満たすよう経済的
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に合理的な努力をし、本サービスを提供するものとする。 

2. サービスレベルアグリーメントは本サービスに関する当社の努力目標を定めたものであり、サービスレ

ベルアグリーメントに記載する基準を満たさない場合であっても当社は損害賠償責任その他いかなる

責任も負わないものとする。 

第 6条  料金及び支払方法 

1. お客様は、お客様及び利用者が本サービスを利用することの対価として、別紙「利用料金」に記載す

る利用料金（初期設定料及び月額使用料）を負担するものとする。 

2. 初期設定料は初期設定を行った当該月に、月額使用料は当該月の末日時点の利用者数に応じて、

毎月末日締めで計算し、お客様は当月分の利用料金を翌月末日までに当社の指定する銀行口座へ

の振込の方法で当社に支払うものとする。振込手数料その他支払に必要な費用はお客様が負担する

ものとする。 

3. お客様が利用料金の支払を遅滞した場合、お客様は年 14.6％の割合による遅延損害金を当社に支

払うものとする。 

4.  当社は、本条に基づきお客様から支払いを受けた利用料金については一切返金しないものとする。 

5. 新規登録又は登録の抹消等による登録上の利用者数の変動の管理についてはお客様が責任をもっ

て行うものとし、本サービスを利用していない利用者が存在すること等により登録上の利用者数と実

際の利用者数が乖離する場合であっても、お客様は登録上の利用者数に応じて利用料金を支払う

義務を負うものとする。 

６． 「１ｏｎ１プラン・フリーミアムプログラム」適用期間においては、前各項の定めにかかわらず、別紙「１ｏ

ｎ１プラン・フリーミアムプログラム」に定める通りとする。 

 

第 7条  アカウント情報の管理 

1. お客様及び利用者は、自己の責任において、本サービスにかかる ID（利用者のお客様におけるメー

ルアドレス）及びパスワード（IDに対応して利用者が固有に設定する文字列）（これら 2つを以下「アカ

ウント情報」という。）を管理及び保管するものとし、これを第三者に利用させたり、貸与、譲渡、名義変

更、売買等をしてはならないものとし、利用者をしてかかる行為をさせないものとする。 

2. 当社は、アカウント情報によって本サービスの利用があった場合、利用登録を行った本人が利用した

ものと扱うことができるものとする。 

3. アカウント情報の管理不十分、使用上の過誤、第三者の使用又はアカウント情報が不正確若しくは虚

偽であったこと等による損害の責任はお客様及び利用者が負うものとし、当社は一切の責任を負わな

いものとする。 

4.  お客様及び利用者は、 アカウント情報が盗まれ、又は第三者に使用されていることが判明した場合

には、直ちにその旨を当社に通知するとともに、当社からの指示に従うものとする。 

第 8条  禁止行為 

1. お客様は、利用者が本サービスを利用するにあたり、以下の各号のいずれかに該当する行為をさせ

ないものとする。 

(1) 当社、お客様、又は他の利用者その他の第三者の知的財産権、肖像権、プライバシーの権

利、名誉、その他の権利又は利益を侵害する行為（かかる侵害を直接又は間接に惹起する

行為を含む。） 
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(2) 脅迫行為その他犯罪行為に関連する行為又は公序良俗に反する行為 

(3) 法令又は当社、お客様若しくは利用者が所属する業界団体の内部規則に違反する行為 

(4) コンピューター・ウィルスその他の有害なコンピューター・プログラムを含む情報を送信する行

為 

(5) 本サービスに関し利用しうる情報を改ざんする行為 

(6) 当社が定める一定のデータ容量以上のデータを本サービスを通じて送信する行為、その他

本サービスのインフラ設備に対して過度な負担となるストレスをかける行為 

(7) 本サイトのサーバーやシステム、セキュリティへの攻撃 

(8) 当社が提供するインターフェース以外の方法で本サービスにアクセスを試みる行為 

(9) 一人の利用者が複数のアカウント情報を取得する行為 

(10) 当社による本サービスの運営を妨害するおそれのある行為 

(11) その他、当社が不適切と判断する行為 

2. 当社は、本サービスにおける利用者による情報の送信行為が前項各号のいずれかに該当し、又は該

当するおそれがあると当社が判断した場合には、お客様及び利用者に事前に通知することなく、当該

情報の全部又は一部を削除することができるものとする。当社は、本項に基づき当社が行った措置に

基づきお客様及び利用者に生じた損害について一切の責任を負わない。 

第 9条  本サービスの停止・中断 

1. 当社は、以下のいずれかに該当する場合には、お客様及び利用者に事前に通知することなく、本サ

ービスの利用の全部又は一部を停止又は中断することができるものとする。 

(1) 本サービスに係るコンピューター・システムの点検又は保守作業を緊急に行う必要のある場

合 

(2) コンピューター、通信回線等が事故により停止した場合 

(3) 火災、停電、天災地変などの不可抗力により本サービスの運営ができなくなった場合 

(4) その他、当社が停止又は中断を必要と判断した場合 

2.  当社は、当社の都合により、本サービスの提供を終了することができるものとする。この場合、当社は

お客様及び利用者に事前に通知するものとする。 

 3． 当社は、本条に基づき当社が行った措置に基づきお客様及び利用者に生じた損害について一切の

責任を負わないものとする。 

第 10条  設備の負担等 

1. お客様は、本サービスの提供を受けるに当たり、お客様の費用と責任において以下の環境を整えるも

のとする。ただし、当社が設定した環境を利用する場合は、この限りではない。 

(1) AppleDevelopmentAccountEnterprise の契約締結及び AppleDevelopment アカウントの当社

への通知 

(2) お客様の指定したウェブサイト（SSL証明書を取得するものとする）の整備及びアプリ書き出し

用証明書の当社への共有 
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2. 前項に規定するほか、本サービスの提供を受けるために必要な、コンピューター、ソフトウェアその他

の機器、通信回線その他の通信環境等の準備及び維持は、お客様及び利用者の費用と責任におい

て行うものとする。 

3. お客様は自己の本サービスの利用環境に応じて、コンピューター・ウィルスの感染の防止、不正アク

セス及び情報漏洩の防止等のセキュリティ対策を自らの費用と責任において講じるものとし、利用者

をして、かかる対策を講じさせるものとする。 

4.  当社は、利用者が送受信したメッセージその他の情報を運営上一定期間保存していた場合であって

も、かかる情報を保存する義務を負うものではなく、当社はいつでもこれらの情報を削除できるものと

する。なお、当社はかかる情報の削除に基づきお客様及び利用者に生じた損害について一切の責

任を負わないものとする。 

5. お客様は、本サービスの利用開始に際し又は本サービスの利用中に、ダウンロードその他の方法に

よりソフトウェア等を利用者のコンピューター等にインストールする場合には、利用者が保有する情報

の消滅若しくは改変又は機器の故障、損傷等が生じないよう十分な注意を払うものとし、利用者がか

かるインストールを行う場合にはお客様は利用者に十分な注意させるものとする。当社はかかるインス

トールにより利用者に損害が発生した場合であっても一切責任を負わないものとする。 

第 11条  再委託 

1. 当社は、本サービスにかかる作業の全部又は一部を、第三者に再委託することができるものとする。 

2. 前項の場合、当社は、本契約に基づき当社が負担する義務と同等の義務を当社の責任において、当

該再委託先に課すものとする。 

第 12条  権利帰属 

1. 本サービスに関する所有権及び知的財産権は全て当社又は当社にライセンスを許諾している者に帰

属しており、本契約に定める登録に基づく本サービスの利用許諾は、本契約において明示されてい

るものを除き、本サービスに関する当社又は当社にライセンスを許諾している者の知的財産権の譲渡

又は使用許諾を意味するものではない。お客様及び利用者は、いかなる理由によっても当社又は当

社にライセンスを許諾している者の知的財産権を侵害するおそれのある行為（逆アセンブル、逆コン

パイル、リバースエンジニアリングを含むが、これに限定されない。）をしないものとする。 

2. お客様及び利用者は、当社又は当社にライセンスを許諾している者の知的財産権に係る権利表示

及び説明を変更してはならないものとする。 

3. 本サービス内において、利用者が投稿その他送信を行った文章についての知的財産権は、当該利

用者に帰属するものとする。 

第 13条  情報の確認及び分析 

1.  当社は、本契約の違反の有無の確認、その他の必要があると当社が判断する場合は、本サービス内

において利用者が投稿その他送信を行った当該文章及びデータ等の内容を確認することができるも

のとする。 

2. 当社は、本サービスに関連して統計データを作成するため、本サービス内において利用者が投稿そ

の他送信を行った文章及びデータ等の内容を分析することができるものとし、お客様はこれを承認す

る。 

第 14条  登録取消及び本契約の解除 

1. 当社は、利用者が、以下の各号のいずれかの事由に該当する場合は、事前に通知又は催告すること

なく、当該利用者について本サービスの利用を一時的に停止し、又は利用者としての登録を取り消す



 5 

ことができるものとし、お客様はかかる登録の取り消し等に対して異議を述べないものとする。 

(1) 本契約のいずれかの条項に違反した場合 

(2) 登録情報に虚偽の事実があることが判明した場合 

(3) 当社、他の利用者その他の第三者に損害を生じさせるおそれのある目的又は方法で、本サ

ービスを利用した又は利用しようとした場合 

(4) 手段の如何を問わず、本サービスの運営を妨害した場合 

(5) その他、当社が利用者としての登録の継続を適当でないと判断した場合 

2. 当社は、お客様が、以下の各号のいずれかの事由に該当する場合は、事前に通知又は催告すること

なく、本契約を解除することができるものとする。 

(1) 本契約のいずれかの条項に違反した場合 

(2) 支払停止若しくは支払不能となり、又は破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続

開始、特別清算開始若しくはこれらに類する手続の開始の申立てがあった場合 

(3) 自ら振出し、若しくは引受けた手形若しくは小切手につき、不渡りの処分を受けた場合、又は

手形交換所の取引停止処分その他これに類する措置を受けたとき 

(4) 差押、仮差押、仮処分、強制執行又は競売の申立てがあった場合 

(5) 租税公課の滞納処分を受けた場合 

(6) お客様が前項第 2号及び第 3号に該当する場合 

3. 前項各号のいずれかの事由に該当した場合、お客様は、当社に対して負っている債務の一切につ

いて当然に期限の利益を失い、直ちに当社に対して全ての債務の支払を行わなければならない。 

4. 当社は、本条に基づき当社が行った行為によりお客様及び利用者に生じた損害について一切の責

任を負わない。 

5. 本条に基づき本契約が解除された場合、お客様は当社の指示に基づき、当社から提供を受けた本サ

ービスに関連するソフトウェア、その他の物につき、返還、廃棄その他の処分を行うものとする。また、

本条に基づき利用者の登録が取り消された場合、お客様は、利用者をして、当社の指示に基づき、

当社から提供を受けた本サービスに関連するソフトウェア、その他の物につき、返還、廃棄その他の

処分を行わせるものとする。 

第 15条  保証の否認及び免責 

1. 当社は、お客様及び利用者の本サービスの利用環境について、事前に合意したものを除き、一切関

与せず、また一切の責任を負わない。 

2. 当社は、本サービスがお客様の特定の目的に適合すること、期待する機能・商品的価値・正確性・有

用性を有すること、お客様及び利用者による本サービスの利用がお客様及び利用者に適用のある法

令又は業界団体の内部規則等に適合すること、及び不具合が生じないことについて、何ら保証するも

のではない。 

3. 当社は、本サービスが全ての情報端末に対応していることを保証するものではなく、本サービスの利

用に供する情報端末のＯＳのバージョンアップ等に伴い、本サービスの動作に不具合が生じる可能

性があることにつき、お客様はあらかじめ了承するものとする。当社は、かかる不具合が生じた場合に

当社が行うプログラムの修正等により解消するべく対応するが、当該不具合が解消されることを保証
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するものではない。 

4. お客様は、Apple、Google等の事業者の契約及び運用方針の変更等に伴い、本サービスの一部又は

全部の利用が制限される可能性があることをあらかじめ了承するものとする。 

5. 第１項から第 4項までの規定は、当社に故意又は重過失が存する場合には適用しない。 

6. 本サービスの利用に関し当社が損害賠償責任を負う場合、賠償すべき損害の範囲は、お客様又は利

用者に生じた通常の損害に限るものとし、逸失利益を含む特別損害については、その予見可能性の

有無を問わず、賠償する責任を負わないものとする。 

7.  お客様及び利用者が当社から直接又は間接に、本サービス、本サービスの他の利用者その他の事

項に関する何らかの情報を得た場合であっても、当社は利用者に対し本契約において規定されてい

る内容を超えて如何なる保証も行うものではない。 

8.  お客様は、本サービスを利用することが、お客様及び利用者に適用のある法令、業界団体の内部規

則等に違反するか否かを自己の責任と費用に基づいて調査するものとし、当社は、利用者による本

サービスの利用が、お客様及び利用者に適用のある法令、業界団体の内部規則等に適合することを

何ら保証するものではない。 

9. 本サイトから他のウェブサイトへのリンク又は他のウェブサイトから本サイトへのリンクが提供されている

場合でも、当社は、本サイト以外のウェブサイト及びそこから得られる情報に関して如何なる理由に基

づいても一切の責任を負わないものとする。 

第 16条  ユーザーの賠償等の責任 

1. お客様又は利用者が、本サービスの利用に関連して、当社又は第三者に損害を与えた場合、当社又

は第三者に対しその損害（訴訟費用及び弁護士費用を含む）を賠償するものとする。 

2. お客様が、本サービスに関連して、利用者若しくは第三者からクレームを受けた場合、又は、利用者

と第三者との間で紛争を生じた場合には、直ちにその内容を当社に通知するとともに、お客様の費用

と責任において当該クレーム又は紛争を処理し、当社からの要請に基づき、その経過及び結果を当

社に報告するものとする。  

第 17条  秘密保持 

1. 当社及びお客様は、本契約の締結及び履行に伴い知り得た相手方の業務上又は技術上情報であっ

て、相手方が秘密である旨の指定又は明示を行った情報（以下「秘密情報」という）を本契約の履行の

目的のためのみに使用するとともに、第三者に開示又は漏えいしてはならないものとする。ただし、事

前に相手方からの書面による同意を得た場合はこの限りではない。 

2． 前項の定めに係らず、以下の各号の情報は、秘密情報に当たらないものとする。 

(1) 開示の時点で既に公知の情報、又は開示後受領者の責によらずして公知となった情報 

(2) 秘密情報を開示した当事者（以下「開示者」という。）が開示を行った時点で既に秘密情報を

受領した当事者（以下「受領者」という。）が保有していた情報 

(3) 受領者が第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報 

(4) 開示者からの開示以降に開発された情報で、開示者からの情報によらないことを証明できる

情報 

3． 国の機関その他から法令に基づき秘密情報の開示を義務付けられた場合、受領者はその開示をす

ることができる。ただし、受領者はその旨を速やかに開示者に通知するものとする。 
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4． 当社及びお客様は、本契約終了後又は相手方から請求があった場合、相手方の指示に従い、速や

かに秘密情報を返却又は破棄するものとする。 

第 18条  個人情報の保護 

1. 対象個人情報とは個人情報保護法第 2条に定める個人情報を意味する。 

2. 当社及びお客様は、本サービスの運営（以下「本業務」という。）によって知り得た対象個人情報を善

良な管理者の注意をもって保管し、書面による承諾を得ることなく本業務の遂行及び統計データの作

成以外の目的のために利用し、又は第三者に利用させ若しくは開示・漏洩してはならない。 

3. 当社及びお客様は、対象個人情報の漏洩、滅失、毀損の防止その他の対象個人情報の適切な管理

のために必要な措置を講じなければならない。 

4. 当社及びお客様は、作成した対象個人情報の複製物を廃棄するときは、書類については裁断又は

焼却の方法により、電磁的記録についてはデ－タ消去又は媒体の破壊の方法により、これを行うもの

とする。 

第 19条  反社会的勢力の排除 

1． 当社及びお客様は、自らが以下の各号のいずれにも該当しないことを表明、保証する。 

(1) 暴力団、暴力団構成員、準構成員、暴力団関連企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活

動標ぼうゴロ、特殊知能暴力団、その他の反社会的勢力、若しくはそれらに該当しなくなった

ときから５年を経過しない者（以下「反社会的勢力」という。） 

(2) 東京都暴力団排除条例に規定される規制対象者 

2． 当社及びお客様は、相手方が前項各号に定める者に該当することが判明した場合、若しくは相手方

に以下各号の一に該当する事由が判明した場合、何らの催告を要せず本契約を即時解除すること

ができる。 

(1) 反社会的勢力が経営を支配又は実質的に関与していると認められるとき 

(2) 自ら又は第三者の不正の利益を図る若しくは第三者に損害を加える等の目的で反社会的勢

力を利用したと認められるとき 

(3) 反社会的勢力に資金等を提供し、又は便宜や利益を供するなどの関与をしていると認められ

るとき 

(4) 自ら又は第三者を利用して暴力的な要求行為、法的責任を超えた不当な要求行為、脅迫的

な言動を行い、若しくは暴力を用いる等の行為を行ったとき 

(5) その他、前各号に準ずるとき 

3.  当社及びお客様が前項の規定により本契約を解除した場合、その相手方に損害が生じても一切の

損害賠償義務を負担しないものとする。 

第 20条  有効期間 

本契約は、本契約締結日から本サービスの提供が終了した日まで、当社とお客様との間で有効に存続す

るものとする。 

第 21条  本契約等の変更 

1. 当社は、本サービスの内容を自由に変更できるものとする。 

2. 当社は、サービスレベルアグリーメントの内容を、本契約に基づく本サービスの内容を変更しない範

囲で自由に変更できるものとする。 

第 22条  連絡/通知 
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本サービスに関する問い合わせその他お客様及び利用者から当社に対する連絡又は通知は、本サイト内

又は本アプリ内の適宜の場所に設置するお問い合わせフォームからの送信、又は当社が別途定める方法

で行うものとする。 

第 23条  解約 

1. お客様は、本サービスの解約を希望する場合は、当社所定の方法により、自ら当社に解約の申し出

を行うものとする。 

2. お客様は、本サービスの解約により、解約時に自が有する本サービスの利用に関する一切の権利を

失うものとし、当社に対していかなる請求権も行使しないものとする。 

3. 第 1項に定める解約を申し出た場合は、当社の請求に従って全ての債務の支払を行わなければなら

ないものとする。 

第 24条  販売店 

お客様が、当社指定の販売店等を通じて本サービスの利用の開始を申請する場合、第6条、第22条及び

第23条について、当該販売店等とお客様が別段の合意をするときは、それに従うものとする。 

第 25条  本契約に基づく地位の譲渡等 

お客様は、当社の書面による事前の承諾なく、本契約上の地位又は本契約に基づく権利若しくは義務に

つき、第三者に対し、譲渡、移転、担保設定、その他の処分をすることはできないものとする。また、お客様

は、利用者をして、本契約上の地位又は本契約に基づく権利若しくは義務につき、第三者に対し、譲渡、

移転、担保設定、その他の処分をさせないものとする。 

第 26条  完全合意 

本契約は、本契約に含まれる事項に関する当社とお客様との完全な合意を構成し、口頭又は書面を問わ

ず、本契約に含まれる事項に関する当社とお客様との事前の合意、表明及び了解に優先するものとする。 

第 27条  分離可能性 

本契約のいずれかの条項又はその一部が、消費者契約法その他の法令等により無効又は執行不能と判

断された場合であっても、本契約の残りの規定及び一部が無効又は執行不能と判断された規定の残りの

部分は、継続して完全に効力を有し、当社及びお客様は、当該無効若しくは執行不能の条項又は部分を

適法とし、執行力を持たせるために必要な範囲で修正し、当該無効若しくは執行不能な条項又は部分の

趣旨並びに法律的及び経済的に同等の効果を確保できるように努めるものとする。 

第 28条  存続規定 

第 6条（未払がある場合に限る。）、第 7条第 3項、第 8条第 2項、第 9条第 3項、第 10条、第 12条、第

13条、第 14条第 3項、第 4項及び第 5項、第 15条から第 19条まで、並びに第 25条から第 29条までの

規定は本契約の終了後も有効に存続するものとする。ただし、第 17条については、本契約終了後 3年間

に限り存続するものとする。 

第 29条  準拠法及び管轄裁判所  

本契約の準拠法は日本法とし、本契約に起因し又は関連する一切の紛争については、東京地方裁判所

又は東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

第 30条  協議解決 

当社及びお客様は、本契約に定めのない事項又は本契約の解釈に疑義が生じた場合には、互いに信義

誠実の原則に従って協議の上速やかに解決を図るものとする。 
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2018年 12月 1日制定 

2020年 1月 22日改定 

2020年 3月 1日改定  
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（別紙 1） 

 

サービスレベルアグリーメント（SLA） 

 

（利用時間） 

本サービスの利用時間は次の通りとします。ただし、メンテナンス時間を除きます。 

 24時間 365日（閏年 366日） 

 

（サポートデスク受付） 

• お客様又は利用者からの問合せのみの受付とさせていただきます。 

• サポートデスク対応時間 

 ①電子メール等による受付：24時間 365日（閏年 366日） 

 ②①の対応：平日（※）の 10:00-17:00 

（※）平日とは土・日曜日・祝日及び年末年始（12月 29日から 1月 3日）を除いた日をいうものとしま

す。 

 

（運用・障害監視） 

• 当社は、24 時間 365 日（閏年 366 日）運用・障害監視を行うものとし、障害のあった場合にはお

客様へ通知し、対策を講じるものとします。 

 

（メンテナンスのための計画停止等） 

• 当社は 1か月に 1回メンテナンスのため 6時間計画停止できるものとします。計画停止は、平日

の 18:00以降の夜間に行うものとします。 

• クラウド環境の制限により、メンテナンスのため、定期・不定期（数秒～数分間）にアクセスできな

い場合があります。 

 

以上 
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（別紙 2） 

 

利用料金 

 

【パフォーマンスプラン】 

 

（初期設定料） 本サービス導入時      10万円（税別） 

 

（月額利用料） 利用者 ～50名  5万円（税別） 

  51名～100名  1人あたり 1,000円×利用者数（税別） 

101名～200名  1人あたり  900円×利用者数（税別） 

201名～300名  1人あたり  800円×利用者数（税別） 

301名～400名  1人あたり  700円×利用者数（税別） 

401名～500名   1人あたり  600円×利用者数（税別） 

  501名～   1人あたり  500円×利用者数（税別） 

 

例えば、利用者数が 250名の場合の月額利用料は、50,000円+1,000円×50名+900円×100名＋800円

×50名=23万円になります。 

 

 

【1on1プラン】 

 

（初期設定料） 本サービス導入時       5万円（税別） 

 

（月額利用料） 利用者 ～50名  2.5万円（税別） 

  51名～100名  1人あたり  500円×利用者数（税別） 

101名～200名  1人あたり  450円×利用者数（税別） 

201名～300名  1人あたり  400円×利用者数（税別） 

301名～400名  1人あたり  350円×利用者数（税別） 

401名～500名   1人あたり  300円×利用者数（税別） 

  501名～   1人あたり  250円×利用者数（税別） 

 

例えば、利用者数が 250名の場合の月額利用料は、25,000円+500円×50名+450円×100名＋400円

×50名=11.5万円になります。 

 

 

【コンディションプラン（iromoji）】 

 

（初期設定料） 本サービス導入時        0円（税別） 

 

（月額利用料） 利用者 ～50名まで           3.8万円（税別） 

         ～100名まで        6.5万円（税別） 

～200名まで   10.4万円（税別） 

～300名まで   14.3万円（税別） 

301名以上              応相談 

 

以上 
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（別紙 3） 

 

1on1プラン・フリーミアムプログラム（以下、「本プログラム」という。） 

 

1．本プログラムの適用 

 当社が指定するキャンペーン期間において、本プログラムに申込み、当社の審査を通過し

て、契約に至った場合に適用される。 

 

2．本プログラムの対象 

 1on1プランを対象とする。 

 パフォーマンスプラン、コンディションプランは対象外とする。 

 

3．本プログラムの内容 

 初期設定料を無料とする。その代わり、初期設定におけるカスタム設定は行わない。 

 「4．本プログラムの無償利用者定員」で規定する定員内の無償利用者の月額利用料を無

料とする。 

 

4．本プログラムの無償利用者定員 

 本プログラムが適応されて契約した時点で、50名を無償利用者の定員とする。 

 お客様が他の企業を紹介し、成約に至った場合、成約日以後、1社紹介毎に無償利用者

定員を 50名増加する。ここでの紹介企業数に上限は設けない、また紹介企業がグループ

企業でも対象とする。ただし、紹介企業は10名以上の役員又は従業員で、かつ 10名以上

を本サービスの利用者として登録することを条件とする。 

 

5．本プログラムの解約 

 無償利用者が 3か月間、1人もアクティブでなかった場合。アクティブでない期間が３か月

を過ぎた日が属する月の末日時点で解約を行う。 

 無償利用者定員を超えて利用者の登録がなされた場合。当該月の末日時点の登録者数

によって定員を超えたか否かの判断を行い、同日に解約を行う。 

 パフォーマンスプラン、コンディションプラン、および 1on1プラン（通常版）へ移行する場合。

移行日をもって解約を行う。 

 

以上 

 


